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はじめに
　近代ロシアで、クリミア戦争後に本格的に始まる大改革の課題は多様であったが、問題視されてい
た弱点の一つが行政機構の機能不全であった。ヴァルーエフは1855年の著名な覚書『一ロシア人の思
い』で官僚機構の非効率をとりあげ、特に行き過ぎた中央集権化を批判している1。大改革を推進した
官僚たちも行政機構の立て直しを急務と認識しており、1850年代半ばからまず海軍省で、その後他の
省庁で行政改革を実施した。本稿では教育の分野での行政改革に焦点を当て、大改革の一環としての
教育行政改革の意義を考察する。考察の対象は、国民教育省の中央および地方機構、そして管理運営
の対象としての学校組織、とするが、学校については国民教育省の直轄下にあるギムナジア（中等学
校）をとりあげる。
　様々な分野の改革が複合した大改革を全体して理解するためには、各分野で実施された改革の内容
のみならず、改革の手法に注目する必要がある。道具としての官僚機構をどう磨き、どのように活用
したのか検討することはこの課題に応えることになる。教育「行政」改革をとり上げるもう一つの意
図は、改革派対反対派の構図に引きずられやすい教育制度論、教育内容論とは切り離して行政機構や
学校統治をとり上げてみるということである。それによって大改革期教育改革の別の様相が見えてく
るのではないかと考える。ただ、教育の行政改革は、単に機構いじりにとどまることなく、中央・地
方機関と学校の関係、学校内の教師管理の問題を含まざるを得ない。したがって、行政と統治対象の
関係にも検討は及ぶ。
　大改革期あるいは近代ロシアの教育改革を扱った研究は多数存在するが、教育分野の行政改革・機
構改革についてはいずれもその主題に関わる範囲で触れられている程度でまとまったものはない。国
民教育省正史の著者ロジェストヴェンスキーは、省の活動全般を網羅的に叙述するなかで各大臣期の
機構についても述べていて有益である2。教員評議会（職員会議）などギムナジア組織、それと省中央
との関係については、帝政末期の教育史家アレシンツェフ3やソ連期の研究でも取り上げられている。
しかし、ゴロヴニン期とトルストイ期を改革と反動の、強いコントラストで描くのが特徴である。ま
1　Валуев П.А. Дума русского во второй половине 1855г.// Русская старина. 1893. №9. С.510-511.
2　 Рождественский С.В. Исторический обзор деятельности Министерства Народного Просвещения 1802-1902. СПб., 
1902.
3　Алешинцев И.А. История гимназическаго образования в России (XVIII и XIX век). СПб., 1912.
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た、ソ連の中等教育政策研究においては、大改革期の政府が革命的民主主義に刺激を受けた結果、一
時的に進歩的なプログラムを採用したとみなしリベラル官僚の受動的な性格を強調するので、その活
動の多様な側面にはあまり注意を向けない4。一方、アメリカには近代ロシアの官僚制について相当の
研究蓄積がある5。しかし、主要な関心は農民問題と行政の関わりの分野、ゼムストヴォと官僚の関係
の分野に向けられているようである。欧米の研究のなかでは、サイネルによるトルストイの評伝6が
機構改革にもそれなりのページを割いている。
　近年では、スタフョーロヴァが国民教育大臣ゴロヴニンの活動を表裏余すところなく描き出したが、
彼女によれば機構改革はゴロヴニンが最も本領を発揮した分野であった7。しかし、大改革における行
政改革の意義を深く考察しているのはシェヴイリョフである8。彼の研究は海軍省を舞台とした改革に
限られるが、大改革全体にその影響が及んだことが示唆され、また、単なる組織の改編にとどまらな
い「統治スタイルстиль управления」9の問題として、行政改革を取り上げている。本稿ではこの観点
を参考に、国民教育省の場で、中央・地方の組織がどのように改編されたか、とりわけ先行する海軍
省改革との関連でどのような特色を持つか、そしてギムナジア統治の場面でどのような管理運営の方
針が打ち出されたかを検討したい。
第１章　国民教育省の機構改革
　1860年代の前半に国民教育大臣を務めたゴロヴニンは、若手官僚のころ、ロシア地理学協会の書記
をつとめ、著名な知識人と交流、1850年、海軍省に入り、コンスタンチン＝ニコラエヴィッチ大公の
側近となった。海軍省の機構改革に手腕を発揮し、頭角を現した。改革的な雑誌、『海事論集』の編
集にも携わった。大公の海外出張に随行して西欧各地を歴訪し、西欧の動向にも通じていた。コンス
タンチン大公が農民問題総委員会議長の職にあった時、その秘書を務め、農奴解放の大事業にも関与
した10。大改革期に現れた一群の開明官僚の中でも指導的な人物だったといえよう。国民教育省の機
4　Смирнов В.З. Реформа начальной и средней щколы в 60-е годы XIX века. М., 1954. ; Ганелин Ш.И. Очерки по 
истории средней школы в России второй половины XIX века. 2-ое изд. М., 1954.
5　竹中浩「大改革期のロシア官僚制　─アメリカ合衆国の研究における近年の動向─」『阪大法学』第164/165号 ,1992
年11月，pp.587-606. グラスノスチの重要性にソ連の研究者より先に注目したのはアメリカの研究者だという。
Чернуха В.Г. Великие реформы.Попытка преодоления кризиса// Власть и реформы. СПб., 1996. С.300.
6　 Allen Sinel The Classroom and the Chancellery –State Educational Reform in Russia under Count Dmitry Tolstoi. 
Cambridge, 1973.
7　Стафёрова Е. Л. А. В. Головнин и либеральные реформы в просвещении (первая половина 1860 гг.). М., 2007.ゴロ
ヴニンは、「行政機関の合理的配置こそ想定された目標を実現させるという確信をもたらす」と機構改革の重要
性を認識していた。Там же. С.98.
8　Шевырёв А.П. Русский флот после Крымской войны:либеральная бюрократия и морские реформы. М., 1990.
9　この言葉は官僚の行動様式あるいは官僚と社会の関係を律する原則といった意味で用いられている。
10　ゴロヴニン自身が残した回想『少数の人たちのための覚書』による。Головнин А.В. Записки для немногих(том 1,том 
2)// Вопросы Истории(以下ВИと略記 ). 1996. №2 и №4.
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構改革はこのゴロヴニンの指導で実施されるが、その原型は海軍省の改革にあると思われる。大改革
のプロセスの中に教育行政改革を位置づけるために、シェヴィリョフの研究に依拠しつつ、海軍省改
革を概観する。
⑴　海軍省とリベラル官僚
　海軍省の改革は、ニコライ１世治世の末期から始まり、クリミア戦争中も継続し、戦後加速した。
その目標として当初意識されていたのは、機構改革（効率的で使いやすく安上がりな機構）、海軍教
育の改革（経験豊かで専門的素養のある人材）、艦隊の整備（高い質と技術的完成度）である11。
　海軍省の機構改革で解決すべき問題点となったのは、複雑な階層構造と著しい中央集権化であった。
それによって、効率の悪さ、文書事務の煩雑さはもちろん、不正(公金横領)や粉飾された報告などが
まかり通っていた12。1853年から1854年にかけて、部下からの聞き取り、監査によって問題点の洗い
出しがおこなわれた。省機構の効率の悪さをもたらしている集権化に対して、各局長や各基地司令官
の権限を強め、その裁量を広げるという対策が打ち出された。1855年には、粉飾された報告をやめさ
せ、問題点を含め事実を明るみに出す、公表する政策も打ち出された。これがグラスノスチの始まり
である13。
　人材と技術を向上させるために、士官・官吏の西欧諸国留学が奨励された。派遣報告は『海事論集』
に掲載された。『海事論集』には省に関連する法案や部局の報告などが出るだけでなく、西欧諸国の
先進事例や海軍とは直接無関係の様々なテーマによる論文が積極的に掲載され、グラスノスチの重要
媒体となった14。
　1856年以前には、権限を下部に委ねる、形式重視主義を廃止するなど機構改革の焦点は統治のスタ
イルであり、機構そのものの改編は進んでいなかった。部局の再編は、1856年に海軍大臣事務取扱ウ
ランゲリが微温的な案を出し、これに対しグラスノスチによっていくつかの本質的な批判があらわれ
た後進み始め、コンスタンチン大公自身（おそらくゴロヴニンとともに）が1856年～57年の冬、新た
な案を作成した。官等に応じたポストの割り当てをやめ民間人の登用をも視野に入れた斬新な案で
あった15。1859年から国家評議会の審議にかけられ、５年試行という妥協の末、1860年１月27日、皇
11　Шевырёв. C.28.
12　Шевырёв. C.50-52.
13　 Шевырёв. C.56.リンカンは皇帝・上層部の政治手法として、知識人や関係官僚の意見表明を許すことが大改革
以前にあったとして、キセリョーフ提案を例として挙げているが、非常に限られた規模だったとしている。
W.Bruce Lincoln, “The Problem of Glasnost’ in Mid-Nineteenth Century Russian Politics,” European Studies Review.　 11 
(1981), p.174.
14　 Шевырёв. C.58-62.ヨーロッパ諸国の経験に学び、その制度・法律・学術などを積極的に導入しようとするのは、
当時のリベラル官僚の特徴であり、彼らの多くが西欧主義者であったといえよう。Чернуха. С.306. 
15　Шевырёв. C.67-71.
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帝の裁可を得て「海軍統治一般編成法」16が成立した。こうして、海軍の行政機構は大幅に整理され
た17。
　1853年から海軍省に結集したリベラル官僚18は、1857年ころから海軍省という改革モデルを他の省
庁、分野へ広げる活動に乗り出した。これは、機構改革を広げるだけでなく、より広範な国家的課題
に取り組むということである。ゴロヴニンらリベラル官僚にとって、海軍省は国家改造のための戦略
的拠点であった。コンスタンチン大公は1857年から農民問題秘密委員会の議長となり、農民改革とい
う根幹部分に携わるようになり、リベラル官僚の多くも他の省庁に移った19。ゴロヴニンは1861年末
から国民教育省を率いる立場に立った。行政改革はゴロヴニンにとって第一義的な意義を持つものと
認識されていた。円滑で使いやすい安上がりの行政システムをつくることが、社会的な問題も含め国
家的諸問題を成功裏に解決するための鍵だと考えていたのである20。
　海軍省改革は大改革にとって重要な意義を持っている。第一に、リベラル官僚を集め、養成し、大
改革を進める原動力とした21。第二に、改革のスタイル・手法を生み出した。それは社会の注目を集
めて、他分野での改革を進めるための梃子となった。
16　Общее Образование Управления морским ведомством и Общее Образование Управления портами//ПСЗ-II. 
том35(1860). №35386.
17　ニコライ末期には、海軍の筆頭である海軍参謀総長の下に、２つの部、２つの局、２つの委員会、海軍兵学校、
そして３つの官房が所属しており、独立して海軍司法部長官―海軍司法部が、そして４つの会計部が主計長官
を経て、海軍評議会に所属していた。名前だけの参謀本部も存在していた（Шевырёв. C.49-50）。1860年の海軍
法により、筆頭は大臣と同格の海軍総裁、次官と同格の大臣事務取扱が経営を受け持ち、４つの部、３つの局、
２つの委員会を統括することになった（Шевырёв. С.74-75）。　勤務者の数は、省が1853年の391人から1860年
の144人へ、基地が743人から364人へ減った。また文書量は1859年の165336通から93550通に減った (Шевырёв. 
C.81)。
18　西欧化改革に前向きな自由主義的思想を持つ官僚の呼び方は様々で、開明官僚、啓蒙官僚とも呼ばれる。リベ
ラル官僚の典型、ゴロヴニンは次のような国家改革プログラムをもっていた。「ロシアでは政府が主体となって、
革命や政変によるのでなく、合法的行政的手段によって次のことを完成させるのが望ましい。１）司法分野の
改善、２）警察改革、３）完全な信仰の自由、４）農奴制の廃止、５）農業、商業、工業の自由な発展と繁栄
を妨げている多くの規制の廃止、６）財政を秩序立て、ロシアに必要のない支出を減らし、酒の専売制を廃止し、
公正な課税制度を導入すること、７）中央集権を緩和し、様々な地方機関がそれぞれの問題に専念できるよう
にすること、８）全体として、行政に自由さを与え、複雑さを減らすこと、９）最後に、これらの改善のため
には不可欠な条件がある。思想・言論の自由である。というのは、政府は、国民が自らの要求を表明したり、
統治の欠点を指摘したりできなければ、その要求をかなえたり、欠点を修正したりはできないからである」。７）
～９）は、彼らの改革事業で実際に取り組まれたことである。ゴロヴニンの覚書『1857年９月から1858年５月
のコンスタンチン・ニコラエヴィッチ大公の伝記のための資料』にある記述。Шевырёв. C.35～37.
19　リベラル官僚が海軍省から他の舞台へ移ったことにより、海軍省改革自体は性格を変え、先導者的役割を終えた。
しかし、この時期の大規模な改革はロシア艦隊の発展に貢献し、クリミア戦争でさらした惨状から立ち直った
といわれている。Шевырёв. C.162．
20　Шевырёв. C.38.
21　1853年から海軍省に人材が集まり始めた。主計局長にオボレンスキーД.А.Оболенский、クロンシュタット総司
令官にリトケФ.М.Литке、海軍司法部長官にゴリツィンН.М.Голицын、官房長にトルストイД.А.Толстой、主計
局副局長にナボコフД.Н.Набоков、1854年にはレイテルンМ.Х.РейтернとマンスーロフБ.П.Мансуровが入り、
特任官となった。およそ１年間の間に基幹部門の長がほぼ入れ替わった。Шевырёв. C.26.
119
岡山大学大学院社会文化科学研究科紀要第38号 （2014.11）
　海軍省改革で編み出された改革のスタイルとして、非集権化（地方／現場分権）がある。現場の裁
量を最大限に広げ、主体性・積極性を引き出しそれによって効率化・経費節減を図るというものであ
る。さらに、グラスノスチをあげなくてはならない。粉飾報告の根絶をきっかけに始まった省内のグ
ラスノスチは、やがて、社会に情報を公開するグラスノスチに広げられた。海軍省時代、効率と円滑
さを重視するゴロヴニンは、行政と社会のコミュニケーションが必要だと考えた。それゆえに、社会
に諸問題を議論し行政を批判する権限を与えなければならなかった。グラスノスチはこの文脈で用い
られる手法であるが、政府と社会との間の対等なやり取りではなく、政府が社会を円滑に統治するた
めに、その限りで許容される「人為的グラスノスチ｣ であると考えられていた22。
⑵　中央機構の再編
　А.В.ゴロヴニン（任1861年～1866年）を大臣としていた時期に、国民教育省は機構改革、ギムナ
ジアなどの新設・複数学級の拡充、教師研究大会の開催、新しいギムナジア法・国民学校規程・大学
法の作成と制定などに取り組んだ23。なかでも、彼の教育省が最初に取り組み、相当の精力をつぎ込
んだのが機構改革であった24。
　大改革期以前の機構は、ウヴァーロフ期に整えられた25。下図はそれを図示したものである。
　このうち大臣の諮問機関である学校総局は、当初は全学区総監が参加し大きな存在意義を持ってい
たが、1835年の大幅な改革によりその重要性を失った。つまり、1835年の「学区規程」26により、大
学が担当する学区内の中等教育機関、初等教育機関に対する教育行政まで管轄することをやめて、学
区総監が学区行政の全権を握るようになったのである。そのため学区総監が首都に居住することがな
22　 Шевырёв. C.38.; Jacob W.Kipp, “M.Kh.Reutern on the Russian State and Economy : a Liberal Bureaucrat during the 
Crimean Era,1854-1860,” Journal of Modern History 47:３(1975).
23　 Обзор деятельности Министерства Народного просвещения и подведомственных ему учреждений в 1862,1863 и 
1864 годах. СПб., 1865. C.101─126.
24　 ゴロヴニンは着任当初の国民教育省には、勤務者の名簿も学校数･生徒数･教師数の統計も、省法令の集録もな
かったと述べている。組織的な運営がなかったことがうかがえる。Головнин. Записки// ВИ. 1997. №1. C.99.
25　Рождественский. С.230─231.
26　 Положение об учебных округах (1835.6.25.) //Журнал Министерства Народного Просвещения(以下ЖМНПと略記). 
часть VII(1835). С.11─36.
次官
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省雑誌編集部、古文献委員会など
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（地方） 学区総監
各学校
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くなり、学校総局は機能しなくなった。付設の学術委員会も活動停止状態になり、ウヴァーロフは必
要に応じて、学校建設委員会など臨時の委員会を設置する方法を採っていた27。
　しかし、アレクサンドル２世即位後、1856年にノーロフ大臣が改革に乗り出した。ノーロフは山積
する課題を前に大臣諮問機関の必要性を認め、その際に第三者を交えた特別委員会をつくるより、省
内の機関つまり学校総局を復活させる方を選んだ28。この時学術委員会も教科用図書選定の専門家機
関として復活した。学校総局には教育分野の諸問題について直接皇帝の検討を仰ぐ特権が与えられて
おり、後に問題となる29。　
　ゴロヴニン期に入り、省機構の大幅な改革が進められた。1862年から部分的に進行し、カモフスキー
の監査30を受けて本格化、1863年６月に「国民教育省設置法」として法制化された31。それによる機構
は下図参照。
　実務部門では、大臣官房が廃止され、国民教育局が改組された上で人員が大幅に削減された32。国
民教育局に省のすべての実務が集中することになった。次官もА.П.ニコライがカフカス総督として
転出した後は後任をおかず、経費切りつめが行われた。こうして切りつめられた費用は、残ったポス
27　Рождественский. С.235.
28　Рождественский. С.347.その思惑は省とは無関係に動く特別委員会の類を制御したかったのだという指摘もあ
る (Стафёрова. C.100)。　とはいっても、復活した学校総局は、省外の、教育を専門としない人物がメンバー
となる諮問機関であった。
29　Обзор деятельности. C.5.
30　Обзор деятельности. C.10─12.カモフスキーは海軍省でも兵站部、大臣官房、造船局などの監査を担当した。
Шевырёв. C.54.
31　Учреждение Министерства Народного Просвещения//Сборник постановления по Министерства Народного 
Просвещения. том 3. №470(1863.6.18). C.14─18.
32　国民教育局の人員は、101人から34人まで減らされた（Обзор деятельности. C.10─12）。この時国民教育局の
局長をつとめたのは、ゴロヴニンが海軍省から呼んだマンスーロフであった（Стафёрова. C104）。彼はウラン
ゲリの海軍法案に鋭い批判を加えたことで注目された若手官僚であった (Шевырёв. С68)。なお、マンスーロフ
の前任者がД.А.トルストイである。
次官
大臣会議
学術委員会
国民教育局
省雑誌編集部
古文献委員会、文書館など
大臣
（地方） 学区総監
各学校
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トの給料引き上げに回された。
　指導部門としては、諮問機関である学校総局が廃止され、代わって大臣会議совет министраが設置
された。これにともない、学校総局が持っていた皇帝へ直接伺いを立てる権限もなくなり、教育省は
他の省庁と同様に、皇帝の承認を得る前に法案などを必ず国家評議会と大臣委員会 Комитет 
Министоровに上程しなければならなくなった。省は、公式にはこれで大臣の権限が拡大したという
ことはないと説明しているが33、しかし、省外の第三者の意図が直接皇帝に届く可能性をなくそうと
したとも考えられる34。大臣会議は、勅任の委員が２名入る他は省内各部の長からなる小規模な機関
となった。
　学術委員会は学校総局廃止にともない、独立の機関となって大臣に直属することになった35。教育
分野の様々な企画を作成検討する専門家からなる。議長、常任委員の他に、議長が必要に応じて、大
臣の許可を得て、省外から学者や教育家を招聘することができる36。　
　国民教育局の下にあった『国民教育省雑誌』編集部も大臣直属となり、「行政的な束縛から解かれ
より自由な活動ができるようになった」37。編集長は大臣が任命、編集方針には大臣の意向が強く反映
する。事実、官の雑誌は国民教育の発展のために民間の雑誌との競合をさけるべきだとの理由により、
編集方針が大きく変わった38。
　以上のように、実務を国民教育局に一本化し、教育内容の指導や立法の企画を学術委員会に委ね、
これを大臣が束ねる体制ができあがった。省内における大臣の地位は強められ、教育的議論やグラス
ノチの先導的役割を果たす省雑誌編集部も大臣の指導下においた。外部の第三者の介入をできるだけ
防ぎながら、大臣を中心に機能的に活動する体制になったといえよう。ゴロヴニンは、｢海軍省を模
範として他の省庁でも行政改革を実施せよ｣ という皇帝の支持を楯にとって、機構再編を短期間でや
りきったのである39。
⑶　地方行政機関の整理
　地方教育行政機関において大きな権限と機能を持つのは、学区総監である。1803年の国民教育予備
33　 Обзор деятельности. C.7. 「学校総局は大臣を拘束しなかったし、近年皇帝への直接提案は行われていなかった」
というのがゴロヴニンの弁明であるが、大臣権限の強化を懸念する声への対応であろう。
34　 Стафёрова. C.108.
35　Обзор деятельности. C.8.
36　 Учреждение Министерства Народного Просвещения. C.14.　教育内容・教育方法論の指導を担当するこの機関に
外部から識者を招聘できるようにした意味は大きい。ギムナジア法案作成には、ヴォドヴォーゾフのような改
革的な教育学者も加わった (Ганелин. C.29)。
37　Обзор деятельности. C.20─21.
38　Рождественский. С.406.
39　 Головнин. Записки//ВИ. 1997. №1. С.106.; Обзор деятельноси. С.13. なお、検閲総局は、1862年３月に廃止され、
1863年１月に検閲業務が内務省に移管された (Обзор деятельности. C.22─33)。
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規則40と1804年の学制41では、総監を筆頭に６つの大学を中心にした学区をつくることになった。大
学は教師養成機関であり、学区内の下級学校を指導する教育行政機関として位置づけられた。総監は
大学その他の学校の設立とその繁栄に留意し、学区の設備改善に責任を持つと定められた42。中央機
構である学校総局のメンバーとして省の企画立案にも関わった。大学に過大な責務を課すこの制度は
うまく機能せず、1835年、ウヴァーロフが根本的に変えた。つまり、大学を教育行政機関の任務から
解放し、その任務を総監にゆだねたのである（1835年の学区規程43）。以来、学区総監は国民教育省
管下のすべての教育機関につき、その監督指導を担当することになった44。
　1860年に総監評議会の規程が修正された。教師候補の評価を担当するようになり、専門の大学教授
をメンバーに加えた。設備向上対策、学習指導の評価、教師候補の試験、教育問題統計のための資料
収集なども総監評議会の任務に加わった45。しかし、学習指導の評価は中央機構の職務と認識されて
いたので、当時のコヴァレフスキー大臣は、1860年12月に、総監は地方特有の事情が求められ中央と
は違った学習指導を行う場合にのみこれを行う、という回状を出して調整した46。中央と地方行政の
権限の整理は、このように半世紀の間に少しずつ進んではいた。
　ゴロヴニン期には初等学校、中等学校それぞれに改革が進んだために地方教育行政制度も改革され
た。1863年、教育畑以外から任用される場合も多かった学区総監を教育関係者からリクルートするた
めに年金受給権を与えた47。総監の権限は1862年から64年にかけて相当拡大され、あわせて36の項目
を任されるようになった48。省が連絡を取りやすい教育専門家を学区総監に任命し、地方行政に預け
るべきは預けるという合理化が進んでいる。
　地方機関としては、学区のほかに1828年大学管下諸学校法49により県に県学校総監、郡に定員内学
校監督官がおかれていたが、前者は県都ギムナジアの校長、後者も郡学校の校長の一人が兼務し、そ
れぞれのギムナジアや郡学校を管理するだけでなく、前者は県内すべてのギムナジア、後者は郡内の
郡学校や教区学校の指導監督の任務まで与えられていた。この任務をはたすことは現実には不可能で、
40　Предварительные правила народного просвещения//ПСЗ-I. том 27. №20597(1803.1.24).
41　Устав учебных заведений подведомных Университетам//ПСЗ-I. том 28. №21501(1804.11.5).　
42　この時点では総監固有の権限については明確な定めはなかった (Рождественский. С.54)。
43　Положение об учебных округах (1835.6.25.) //ЖМНП. часть VII(1835). C.11─36.
44　 総監の下に、副総監と官立学校視学官が行政と指導監督を担当し、その二役と大学学長、一人～二人のギムナ
ジア校長をメンバーとする総監評議会を諮問機関とし、官房を備えた。Положение об учебных округах; 
Рождественский. С.239.
45　Положение о советах при попечителях учебных округах //ЖМНП. часть CVI(1860). С.268─271.
46　Рождественский. C.352.
47　Обзор деятельности. C.46.
48　Рождественский. С.412.
49　Устав Гимназий и Училищ Уездных и Приходских,состоящих в ведомстве Университетов//ПСЗ-II. том 3. 
№2502(1828.12.8).
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実際には有名無実になっていたのである50。県ギムナジア校長はこの任務を解かれ、1864年の新法（国
民学校規程）51で、国民学校・教区学校が郡・県評議会の管轄下に入り、郡学校はプロギムナジアに
再編された場合は各学校の校長инспекторに、二年制国民学校に再編された場合は他の国民学校と同
様の管理を受けたため、この不合理な制度は廃止された52。
　以上のように、省内における大臣の権力は強化され、中央と地方の権限の重なりや不合理な任務分
担が解消され、教育行政の組織は合理化された。学区総監制度は大改革期に成熟し、その裁量にゆだ
ねられる権限が増えた。中央と地方の関係においては、改革目標である非集権化が進められたといえ
よう53。機構改革は保守的なニコライ時代にも試みられており、ゴロヴニン就任以前から徐々に進ん
でいたが、この大改革期に一挙に進んだ。ゴロヴニンは海軍省の経験（階層構造を単純化し、中間段
階での決裁を増やし、しかも省トップの権力を強めるという方向）を活かし、海軍省の人材を流用し、
しかし海軍省ほど時間をかけずに迅速に改革を進めた（機構改革にはグラスノスチは用いられていな
い）ように思われる。
　後に続くトルストイもこの中央機構と学区総監制度そのものについては変えることがなく基本的に
革命まで続いた。近代ロシアにおける教育官僚機構の歴史においては、一つの画期であった。
第２章　ギムナジア統治
　ギムナジアは1804年学校法で本格的に設置され、1828年大学管下諸学校法以降、貴族官吏の子弟を
大学へ送る中等教育機関として拡大し始めた。1856年から古典主義的に再建するために新法作成がは
じまったが、全身分制を打ち出した農民改革を受けてより根本的な改革へと進み、まず従来型（古典
型）と実科型の２類型を作るギムナジア・プロギムナジア法が制定された54。この法律制定過程と法
律の内容のうち、最も議論を呼んだのは古典語教育をめぐる問題、とりわけ古典語中心の学校と自然
科学中心の学校の関係であった55が、本稿では、この議論のうちギムナジアの組織、ギムナジアと上
級機関の関係に関わる部分のみ取り上げる。
50　Рождественский. C.412.
51　Положение о начальных народных училищах //ПСЗ-II. том 39. №41086(1864.7.14).
52　Обзор деятельности. C.48-50.
53　国民教育省、特にゴロヴニンはそのように自己評価している。Головнин. Записки//В.И. 1997. №3. С.85─86.
54　 Устав Гимназий и Прогимназий ведомства Министерства Народного Просвещения//ПСЗ-II. том 39. 
№41472(1864.11.19).
55　 近代ロシアでは、古典語と古典教養、数学を中心とし、従来から特権的位置を占めてきた学校 (古典ギムナジア )
に対し、19世紀半ばにはロシア語、独仏語、自然科学系の科目を重視することを主張する立場（実科主義）が
あらわれ、そうした実科主義の学校と古典ギムナジアとを対等の位置に置こうとした。両者は1864年のギムナ
ジア・プロギムナジア法案制定過程で激しい議論を展開した。橋本伸也・藤井泰他『近代ヨーロッパの探求④
　エリート教育』ミネルヴァ書房、2001年；橋本伸也『帝国・身分・学校　―帝制期ロシアにおける教育の社
会文化史』名古屋大学出版会、2010年、を参照。
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⑴　法案作成過程とグラスノスチ
　この法律制定の過程では第１法案（1860年）、第２法案（1862）、第３法案（1863）と三つの法案が
作成され、第１法案、第２法案がグラスノスチの下に置かれた。具体的には法案を公開し、批評を集
め、これを法案作成の資料にするという手法である。とりわけ、第２法案についてはゴロヴニン指導
下により大きな規模でのグラスノスチが実施された。雑誌・新聞等で公開され、翻訳の上ドイツ・イ
ギリス・フランスの学者・教育家にも送られた。国内では365通の意見書（うち110通は大学とギムナ
ジア教員評議会から、225通は個人から）、海外からは42通の意見書が返ってきた56。この『法案批評集』
は６巻本となって刊行された57。ゴロヴニンは初等教育法案、大学法案についてもグラスノスチを発
動した。活発に出版されるようになった新聞･雑誌に、法案の賛否両論が掲載され、特に古典主義問
題を中心に熱い議論がたたかわされた。グラスノスチは言論界や公衆обществоの意識を高め、教育
への関心を強めたと考えられる。
　しかし、第３法案58以降はグラスノスチの対象とはならなかった。反リベラルの言論の攻撃を受け、
公開の場から撤退せざるを得なかったのである59。このグラスノスチは、社会の支持を政府の側に取
り付けることが目的の、操作的な情報公開であった。海軍省改革では目立たなかった限界が、賛否の
分かれる教育改革の分野では露わになってしまった。
　続くトルストイは法案作成を少数の専門家を集め秘密裏におこなったので、大規模なグラスノスチ
はゴロヴニン期の突出した現象だとみなしてよい。
　法案作成過程以外の局面で見られたグラスノスチについて補足しておきたい。ゴロヴニン期には『国
民教育省雑誌』に法令、大臣の年次報告、教育省官僚の視察報告、国外派遣研究者のレポートなどが
毎号大量に掲載された。また、重要な視察報告、法令集・統計集などが出版された。政府の政策意図
を説明するという性格が強く、トルストイ期にはその傾向が増した60。
⑵　ギムナジアの監督機関
　19世紀には、教育が慈善的行為であるという観念が残り、国家や政府が学校の建設や運営に資金を
56　この法案批評集の成り立ちについては、青島陽子「大改革とグラスノスチ　―19世紀中葉の教育制度改革にお
ける『批評集』」中嶋毅編『新史料で読むロシア史』山川出版社、2013年、に詳しい。
57　Алешинцев, С.220.
58　第３法案は第２法案への批評を受けて作成され、さらに学術委員会や大臣委員会での修正されたものが国家評
議会に上程されたのは、1864年２月である。政府高官の間でギムナジアの管理運営がさほど関心を呼んだ形跡
はない（議論は古典・実科問題に集中した）。1864年11月に皇帝の裁可を受け、ギムナジア・プロギムナジア
法が成立した。
59　Стафёрова. C.270-276.
60　Sinel.pp.63-64.
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出すことが望ましいとは考えられていなかった61。官立のギムナジアであっても、民間の資金供与を
受けることが当然と考えられていた。資金を供与した団体や個人がギムナジアの運営に介入するのも
当然の権利だと考えられており、この権利を保障するのが名誉監督人制度Почетный Попечительで
あった。中等教育機関、高等教育機関はほぼ貴族のための施設であったから、資金を供与することが
期待されたのは貴族である。かくして、名誉監督人は貴族から選ばれることが法規上も明文化されて
いた。例えば、1828年法では、名誉監督人は貴族の称号であり（220条）、必要なときにはギムナジア
評議会に招待され（221条）、ギムナジアの運営について定期的に校長から報告を受けた（222条）62。
　1864年法でも、名誉監督人制度が維持された。しかし、名誉監督人は、学校の建設資金を供与した
り運営資金を拠出したりしている身分団体、都市団体、個人の中から一人選ばれる（74条）とあるだ
けで、貴族の特権ではなくなった。また、その責務は、学校の物的条件の改善のために資金を調達す
ること（75条）であり、関与できる分野を制限した。名誉監督人は、教員評議会にいつでも出席でき
るが、出席義務があるのは予算の編成や寄付金の執行状況を審議するときのみである（69条）63。新法
は貴族の特権を否定し、また第三者の介入の余地をできる限り制限したといえよう。
　1860年法案では、名誉監督人以外の第三者機関として監督者評議会Попечительный Советが構想さ
れていた。「ギムナジア・プロギムナジアの福祉向上を助け、学校と社会の強固なつながりをつくる
ために」設けられることになっていた（236条）。名誉監督人を議長として、校長、教区代表、市長の
３人が常任、他に学識や教育への熱意や地域への影響力がふさわしい人物を４人選出して構成すると
いう構想であった（236－238条）64。この機関は62年法案でも残り、グラスノスチの下若干の議論があっ
たが、教育界の大半は「有益だ」と考え、それは、「政府の力だけでは必要な場所すべてに学校をつ
くることができない」「名誉監督人だけでは不十分」「社会を、学校にとっても地域にとっても有益な
かたちで教育問題に参加せしめることが不可欠であり時宜を得ている」から、というものだった65。
教師たちが前向きにとらえたこの機関設置の案は、しかし、1864年法では消え、上述の名誉監督人制
度が残った。
　国民教育省は外部（貴族）の介入がしにくい1864年法を制定したが、諸勢力（貴族、教会、職種団
61　 特に初等学校については、ロシア政府が財政的支援をほとんど考えていなかったことについて青島陽子が指摘
している。「農民解放と国民教育――大改革期ロシアにおける国民学校のあり方をめぐって」『ロシア史研究』
No.90, 2012年, pp.48─50.
62　 貴族の介入という意味では、ギムナジア評議会の年２回の特別会には県の貴族団長が出席し、活動報告を聞く
こ と が 認 め ら れ て い た（1828 年 法 219 条 ）。Устав Гимназий и Училищ Уездных и приходских,состоящих в 
ведомстве Университетов//ПСЗ-II,том3,№2502(1828.12.8). 1860年法案でも、名誉監督人を貴族から選ぶことが規
定されており、貴族の介入が容認されていたのである（1860 年法案 236 条）。Проект устава низших и 
средних училищ,состоящих в ведомстве министерства народного просвещения//ЖМНП.часть CV(1860). 
C.560─638.
63　Устав Гимназий и Прогимназий ведомства Министерства Народного Просвещения//ПСЗ-II. том 39. №41472.
64　Проект устава низших и средних училищ,состоящих в ведомствеминистерства народного просвещения(1860).
65　Алешинцев. С.233.
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体、都市、ゼムストヴォなど）がそれぞれの利害･思惑をもって介入してくる教育という分野の難し
さは海軍省改革では現われない局面であった。ここでは非集権化を唱えるゴロヴニンが、貴族の介入
の可能性を配慮してのこととはいえ、地域社会の関与に消極的であることが注目される。つまり、本
来ならば有力な担い手である地域社会を教育主体として組み込むという発想は、ゴロヴニンや当時の
国民教育省にはない。
⑶　教員評議会の権限
　教員評議会（職員会議）Педагогический Советは、1828年法ではギムナジア評議会Совет Гимназии
という名称で規定され、入学・進級の許可、生徒の懲罰など学内の重要事項について審議することが
認められていた学内自治機関である66。
　グラスノスチによってこの機関に関する教育界の認識がわかる。教員評議会の権限について言及し
ている117通の法案批評のうち、法案に反対し、権限の制限を主張するのは17通のみ（そのうち教師
は二人のみ）であった。権限をさらに拡大すべきだと主張する声が圧倒している。「教員評議会の権
限はまだあいまい」である、校長の権限が強すぎる、というものである。校長も教員評議会で選出す
べきである、永年勤続表彰者など特権を与えられる教師も教員評議会で選ぶべきである、などギムナ
ジア教師の自治意識は大学の教授会を参照しているかのようである67。　
　64年法では、校長（議長を務める）、副校長、教師（学術・言語系）からなり、1828年法で規定さ
れる任務以外に、各科目授業計画の検討・承認、懲戒規則作成など13の項目について審議・決定する
権限が与えられた（72条）。主に、会計関係の項目が上級官庁の承認を求められ、校長と評議会多数
派の見解が異なる場合のみ、総監に判断を仰ぐことになった。教員団体の権限は従来以上に強められ
たといえるだろう68。ただし、62年法案のグラスノスチで教師から示された校長、表彰教師などを教
員評議会で選任する案は認められていない。資金と人事という官僚機構の要を、国民教育省は手放さ
なかった。
　教員評議会と上級行政機関との関係についても確認しておく。教員評議会の権限は72条に示されて
いるが、これらは次のように上級機関のチェックを受ける。入学、進級、終了の試験は学区内各学校
の教員評議会の意見にもとづき、総監会議によって作成され、学区総監が承認する（48条）。授業料
の額は教育評議会が決定するが、大臣の承認を得なければならない（59条）。懲戒規則は教員評議会
が作成するが、総監会議の検討を受ける（65条）。各科目の詳細な指導計画は教員評議会が作成するが、
その後大綱と指針が３月12日の指示で出され、総監会議が検討し、学術委員会が見解を述べることに
66　 1828年法194条、205条－219条。ただし、構成員は校長、副校長、上級教師で（207条）、教師全員ではない。
歴史、数学、古典語、ロシア文学の教師が上級教師で、ロシア文法、地理、新外国語の教師が下級教師とされ
ている（148条）。
67　Алешинцев. С.233. 
68　教師の待遇も改善された。上級教師、下級教師の区別はなくなり、報酬は 50～100 ％上がった。
Рождественский. С.438
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なった69。
　教科書と教材は、そもそも量も質も十分でないという事情があるが、総監会議や各学校にまかせら
れていたのを、３月23日の臨時規則により教育省が集権的に管理する方へ転換した。学術委員会ある
いは総監会議で検討され、結論は大臣にゆだねられた70。
　非集権化＝現場分権の観点からは、各学校の教員評議会が裁量の幅を増やしており、前後の時期と
比べてもっとも地方や現場の主体性を尊重しているといえよう。しかし、もちろん無制限ではなく学
区総監や省の点検を受け、資金と人事については統制を受けており、管理された自治であった。　
⑷　1871年法における修正
　1866年、カラコーゾフ事件（皇帝暗殺未遂事件）の後、ゴロヴニンが解任され、Д.А.トルストイ（任
1866～1880）が国民教育大臣の地位についた。トルストイはゴロヴニンの改革事業を修正し、新たな
初等学校法を成立させ、大学法案の修正も試みた（新しい大学法の成立は1884年）。ギムナジアにつ
いては、1871年に1864年法の修正を実現させ、新しいキムナジア・プロギムナジア法71とそれにとも
なう実科学校法を1872年に成立させた。これらの法律は20世紀初頭に至るまで大きな変化を被ること
がなかった。
　ここでは、1871年法が大改革期のギムナジア改革を完成させるものと見なし、64年法からの修正点
を中心に検討し、ギムナジア統治の改革についてまとめてみたい。
　1869年３月、特別招聘の専門家を加えた学術委員会・大臣諮問会議で、1857年から1866年までの統
計資料、学区総監からの現状報告を資料として改訂に向けた基本方針が作成された72。ギムナジア統
治にかかわる部分を以下に示す。
　１） 各科目につき、全ギムナジア・プロギムナジアに義務的な詳細な教育計画が国民教育省により
制定される。
　２） 全ギムナジア・プロギムナジアにおいて一様な試験規則と懲戒規則が制定される。
　３） 学習と訓育の大きな統一のために、訓育者の責務は教師に与えられ、校長と副校長が教育の責
69　Рождественский. С.439.
70　 Временные правила о порядку рассмотрения, одобрения и введения в употребление учебных руководств и пособий 
для средних и низших учебных заведений ведомства министерства народного просвещения (1865.3.23)// ЖМНП. 
часть CXXVI (1865). С.8─10.; Рождественский. С.443.
71　 Устав Гимназии и Прогимназии ведомства Министерства Народного Просвещения)// ПСЗ-II. том 46. 
№49860(1871.7.30). 
72　 法案作成に重要な役割を果たしたのは、反リベラルの言論人カトコーフであり、その他の少数の専門家であった。
なかでもП .М .レオンチェフ（モスクワ大学のラテン文学教授）が重要である。トルストイは当初ウヴァーロ
フと同様古典の内容 (思想 )を重視していたが、レオンチェフやカトコーフの影響を受けて文法重視に変わった
といわれている（Алешинцев. C.285─286）。法案や大臣報告を起草したトルストイの側近としてА .И .ゲオルギ
エフスキーがいる。彼は、1866年から1881年まで『国民教育省雑誌』の編集者、1873年からヴォロノーフにか
わって学術委員会議長を務めた（Рождественский. C.482）。オデッサのリシュリュー・リツェイで歴史と統計
を教える教師であった（Энциклопедический Словарь Ф.А.Брокгауза и И.А.Ефрона. том Ⅷ . С.418）。
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任を取る。
　４）勤務成績の良い経験ある教師には高い報酬が与えられる。
　５）経営分野の運営は、教員評議会から選抜されたものからなる経営委員会に移す。
　６）名誉監督人については、1828年法令の規定に戻る73。
　1864年法案修正案74は、1871年２月に国家評議会に上程され、特別諮問会議で事前検討を加えた上
で、総会に持ち込まれた。この過程で激しい議論が政府高官の間でたたかわされ、トルストイは少数
派に陥った。しかし、皇帝は少数派を支持し、７月30日に新法として制定された。
　新法においては、上述の基本方針がほとんどそのまま法案に取り入れられており、明らかに省への
集権化の傾向が見て取れる。教育計画や試験規則、懲戒規則について省作成のものを学校が受けとる
かたちとなり、教員評議会の権限が削減された。教育内容の立案について、上級機関の指定する基本
計画に準拠させる、あるいは教員評議会がつくった案が上級機関の承認を必要とすることが増えた。
科目ごとの詳細な年間指導計画（それぞれの教師がつくり教員評議会で検討する）（第21項、22項）も、
図書室の書籍の保管・調達規則も学区総監の承認を必要とするようになった（第26項）。経営問題が
教員評議会の管轄からはずれた（第３項）ことは、資金問題で教師を煩わせることをやめたという意
味もあるし、教師の権限を狭めたという意味もあるだろう。
　教育計画（カリキュラム）、試験規則、懲戒規則という、ゴロヴニンが教員評議会の議論にある程
度までゆだねるとしていた、教育指導の方向性を決定付ける原則群が、中央の統制を受けることになっ
た。こうした統制強化の理由としてトルストイがあげるのは、学校ごとに場合によっては学年ごとに
時間配当や教授計画が違うのは不都合であり、統一性が必要という論理である75。
　64年法制定後、各学校に指導計画作成をまかせた結果、独自に全体計画を作成する力量のない学校
が現れ、いくつかの学区では総監が学区内の学校のために統一的な計画を作って示すという動きが生
じており、省はこの動向に着目したという76。学校現場には与えられた裁量権を行使する力量がない
場合も相当あったことが推察できる。トルストイ期教育省には教師のイニシャチヴを待つよりも手際
よく教育の効率を上げようとする傾向が見られるのである。
　以上を考え合わせると、トルストイ71年法におけるギムナジア統治は、省中央への集権化による効
率性の向上を目指しているといえよう。
73　Алешинцев. C.288.　項目３）については、今日風に言えば生活指導に当たる ｢訓育｣ を、ゴロヴニンは学校で
はなく家庭の任務であると考え、ギムナジアの学習指導の充実に大きな重点を置いた。それに対し、トルスト
イは訓育も教師の任務であるとみたのである。
74　Изменения и дополнения в Уставе Гимназий и Прогимназий 19 ноября 1864 года// ПСЗ-II. том 46. 
№49744(1871.7.19).
75　Рождественский. C.515.
76　Sinel. pp.138-140.
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結　論
　国民教育省の機構改革は海軍省改革で培われた国家的改革プログラムの実践例とみなすことができ
る。海軍省の改革は組織の整理・再編にとどまらず、そこで生み出された西欧主義、グラスノスチ、
非集権化といった統治スタイルは、社会の参加を求めるだけに社会と行政の関係を、そして社会のあ
り方をも変える契機を内包していた。これをモデルとして始まった国民教育省の改革は、機構・枠組
の改革においては成功を収め、よく整序された合理的な行政機構をつくり出した。グラスノスチも、
操作的な情報公開であるという限界を持ちながらも、改革を進めるための有利な状況をつくりだした。
そして、言論界と教育界に刺激を与え、世論の登場、教師という専門職集団の成長を促したと考えら
れる77。
　海軍省改革から生まれ、ゴロヴニンが教育分野へ拡げようとした非集権化という統治スタイルは、
地方機構と学校現場の裁量を拡大するという政策として具体化されたが、この政策はトルストイ期に
否定された。トルストイはいわば中央指令型の地方・学校統治を構築しようとしたため、ゴロヴニン
とは対照的な政策をとったようにも見える。しかし、ゴロヴニン期には地方機関と学校の裁量を広げ
るとともに、中央と地方・学校の関係が整理され、その権限が明確になっていたため、中央による放
任も地方機関の恣意的統治も相当程度解消された。トルストイが地方機関と学校を指令と点検によっ
て厳格に管理するその土台が、ゴロヴニン期に形成されていたのである。こうして、効率的で機能的
な行政を追求する姿勢については、ゴロヴニンからトルストイへ受け継がれたといえよう。
　したがって、ゴロヴニン期―トルストイ期の連続と断絶をどう考えるかは、大改革期教育改革の歴
史的性格を理解するうえで重要な問題だと思われる。
　ゴロヴニンはそのメモワールで、71年法案に対し、教員評議会の意義・権限・活動範囲を狭めたこ
と、校長の権限を強め、省が学習分野の管理に強く介入できるようにしたこと、名誉監督人の権限を
強化したこと（こうした人物は専門家でもなく責任も負わず学校の役に立つことは少ない）、という
点で反対した。しかし、８年制を採ったこと（ただし、７年生を２年間やるということは同一クラス
に２種類の生徒が混じり合うことになり不都合だとした）、予科を置いたこと（64年法は入学水準を
引き下げて失敗したと認めている）、古典語・数学の時間を増やし、他の科目の時間を減らしたこと、
についてはこれを評価した78。71年法には、いわばゴロヴニンの ｢やり残し｣ を実現させた部分があ
るのである（実現を目指しつつも反対を受けて法文化できなかった部分）。
　このエピソードは、両者の政策が同じように社会の近代化・合理化に適応する教育を目指す流れの
中にあり、その違いが従来強調されてきたほどは大きくないことを示しているように思われる。その
上で両者の違いを特徴づける際には、国民教育省が重い課題（ギムナジア生というエリート候補に高
77　青島洋子「大改革とグラスノスチ」、pp.42-49を参照。
78　Головнин. Записки// ВИ. 1997. №10. С.76─77. и 1997. №11. С.87─89.
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い学力要求を課し、西欧諸国と肩を並べようとする国家の人材要求にこたえる）を背負っていたこと
を考えれば、トルストイの政策の現実主義的性格、対するにゴロヴニンの思想の理想主義、という評
価もあり得る。しかし、政策の現実性を論じることを含め、政策が学校・社会に与えた影響について
はいまださほど明らかではない。近代ロシアの教育政策について、進展する大改革研究を踏まえなが
ら、学校と学校を取り囲む地域の社会史的な把握を加えつつ検討を進めていく必要がある。
